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国有提供施設等所在市町村助成交付金
78万円（0.0％） ２．歳入の概況

交通安全対策特別交付金
593万円（0.0％） 
環境性能割交付金
1,852万円（0.1％） 
ゴルフ場利用税交付金
2,291万円（0.1％） 
株式等譲渡所得割交付金
5,973万円（0.2％） 
地方特例交付金
6,191万円（0.2％） 
配当割交付金
8,024万円（0.2％） 
法人事業税交付金
2億294万円（0.5％） 
地方譲与税
3億3,270万円（0.9％） 
地方消費税交付金
16億7,239万円（4.6％） 
市債
25億160万円（6.8％） 
県支出金
25億8,400万円（7.0％） 
地方交付税
48億9,253万円（13.3％） 
国庫支出金
67億4,357万円（18.4％） 

利子割交付金
574万円（0.0％） 

分担金及び負担金　 6,063万円（0.2％）
財産収入 1億1,697万円（0.3％）

繰入金 2億2,958万円（0.6％）
諸収入 　3億5,521万円（1.0％）

使用料及び手数料 3億6,647万円（1.0％）
寄附金 　78億6,296万円（2.3％）
繰越金 　14億5,138万円（4.0％）

３．市税の内訳

固定資産税
78億4,891万円

（55.9％）

市税総額
140億2,822万円
（100％）

市民税
54億4,101万円

（38.8％）

償却資産
36億4,945万円

（26.0％）

入湯税
105万円（0.0％）

軽自動車税
2億9,268万円

（2.1％）
市町村たばこ税
4億4,448万円

（3.2％）
法人

20億5,904万円
（14.7％）

家屋
26億7,011万円

（19.0％）

土地
14億9,526万円

（10.7％）

交付金
3,409万円

（0.2％）

個人
33億8,197万円

（24.1％）

鉱産税
9万円（0.0％）

１．決算収支の概況
歳　入　総　額　� A 366億5,691万円

歳　出　総　額� B 358億8,245万円

歳入歳出差引額（A－B）� C 7億7,446万円

翌年度へ繰越すべき財源� D 3億3,790万円

実　質　収　支（C－D） 4億3,656万円

令和４年度決算概況と令和５年度財政事情のあらまし

９．市債現在高の状況

一般会計市債現在高
（令和４年度末）

375億1,505万円
（うち臨財債

94億4,081万円）

市 民 1 人 当 た り の
市 債 の 残 高

540,329円
（うち臨財債

135,976円）

臨財債（臨時財政対策債）…国が地方自治体に交
付する地方交付税の財源不足に対処するため、不
足分の一部を地方自治体が借り入れする地方債の
こと。元利償還金相当額はその全額が後年度の普
通交付税需要額に算入される。

10. 行政財産の状況
（令和５年３月31日現在高）　

土　　　 地 2,157,219㎡

建物延面積合計
429,855㎡

木造建物
（延面積） 13,126㎡

非木造建物
（延面積） 416,729㎡

※１　財政調整基金………年度間の財源の不均衡を調整するた
めに設置される基金。

※２　減債基金……………公債費の償還を計画的に行うために
設置される基金。

※３　特定目的基金………特定の目的に対して資金を積み立て
るために設置される基金。

※４　定額資金運用基金…特定の目的に対して定額の資金を運
用するために設置される基金。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120
（億円）

11.	基金の状況
（令和５年３月31日現在高）　

　阿南市財政事情の公表に関する条例第２条の規定に基づき、令和４年度
決算概況および令和５年度予算に係る財政事情をここに公表します。

４．歳出の概況

・土 木 費　道路、公園整備、都市計画及び住宅施策推進などの
事業に要する経費

・衛 生 費　母子保健、疾病予防、ゴミ処理、公害対策などの事
業に要する経費

・教 育 費　学校教育、生涯学習、スポーツ振興などの事業に要
する経費

・消 防 費　消防、防災事業などに要する経費
・民 生 費　高齢者や障がい者などの福祉、子育て支援、生活保

護、国民年金などの事業に要する経費
・農林水産業費　農業、林業、水産業振興の事業に要する経費
・総 務 費　人事、企画、財政、戸籍、統計や交通安全など、他

部門に分類されない事業に要する経費
・商 工 費　商工業振興、観光振興などの事業に要する経費
・災 害 復 旧 費　防風、地震その他の災害によって被害を受けた施設

を原形に復旧するための経費
・議 会 費　議会活動に要する経費
・公 債 費　市債（市の借金）を返済する元利償還金（元金と利

子）と一時的な借入をした場合の支払利息に要する
経費

・諸 支 出 金　普通財産（土地・建物）取得費、特別会計繰出金、
積立金など、行政目的を有しない経費のこと

・労 働 費　勤労者のための各種施設の設置、管理や育児の相互
支援、就職支援に要する経費

５．歳出区分の説明

公共的空間安全・安心確保事業【民生費等】 4,605万円

行政IT化推進事業【総務費等】 1,933万円

農業者主食用水稲生産継続支援金給付事業
【農林水産業費】 3,701万円

アフターコロナ・チャレンジ応援農業協同組
合・漁業協同組合支援事業【農林水産業費】 3,912万円

プレミアム付き商品券事業【商工費】 ２億428万円

GIGA スクール構想推進事業【教育費】 1,347万円

公園等遊具整備事業【民生費】 832万円

学校給食地産地消推進事業【教育費】 1,450万円

学校臨時休業給食費減免事業【教育費】 133万円

６．主な新型コロナウイルス感染症対策

７．市税負担の概況
市税総額

140億2,822万円

〔市民１人当たり〕

202,048円

〔１世帯当たり〕

447,928円

８．行政経費支出の概況
歳出総額

358億8,245万円

〔市民１人当たり〕

516,815円

〔１世帯当たり〕

1,145,745円

８. 行政経費支出の概況

諸支出金　　36億1,911万円（10.1％） 
衛生費　　　 34億9,548万円（9.7％） 
公債費　　　 34億2,626万円（9.6％） 
総務費　　　 33億4,654万円（9.3％） 
土木費 24億1,303万円（6.7％） 
農林水産業費 19億8,962万円（5.6％） 
消防費　　　 12億583万円（3.4％） 
商工費　　　 4億4,328万円（1.2％） 
議会費　　　 2億8,610万円（0.8％） 
労働費　　　 2,109万円（0.1％） 
災害復旧費 1,293万円（0.0％） 

歳出合計
358億8,245万円

（100％） 

民生費
116億3,190万円

（32.4％） 

教育費
39億9,128万円

（11.1％） 

人口　69,430人
世帯数　31,318世帯

（令和５年３月31日現在）

７.	 市税負担の概況
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令和５年度　一般会計予算の執行概況 令和５年８月31日現在
歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

区　　　　　分 予　算　額 収 入 済 額 区　　　　　分 予　算　額 支 出 済 額
市 税 134億28万円 74億2,451万円 議 会 費 3億167万円 1億3,835万円
地 方 譲 与 税 3億5,668万円 6,602万円 総 務 費 35億3,785万円 12億1,141万円
利 子 割 交 付 金 520万円 0 民 生 費 118億729万円 46億3,197万円
配 当 割 交 付 金 1億1,100万円 0 衛 生 費 35億3,503万円 10億1,492万円
株式等譲渡所得割交付金 6,600万円 0 労 働 費 2,248万円 923万円
法 人 事 業 税 交 付 金 1億6,900万円 0 農 林 水 産 業 費 12億1,606万円 3億5,617万円
地 方 消 費 税 交 付 金 17億9,700万円 4億3,966万円 商 工 費 2億5,180万円 1億494万円
ゴルフ場利用税交付金 2,200万円 0 土 木 費 29億4,445万円 5億3,181万円
環 境 性 能 割 交 付 金 1,850万円 0 消 防 費 14億2,751万円 4億3,660万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 77万円 0 教 育 費 36億7,568万円 10億7,146万円
地 方 特 例 交 付 金 5,100万円 2,410万円 災 害 復 旧 費 1,320万円 165万円
地 方 交 付 税 44億1,000万円 20億1,500万円 公 債 費 34億3,178万円 136万円
交通安全対策特別交付金 950万円 0 諸 支 出 金 25億2,340万円 7億2,765万円
分 担 金 及 び 負 担 金 4,123万円 1,314万円 予 備 費 3,000万円 0
使 用 料 及 び 手 数 料 3億7,955万円 1億3,131万円
国 庫 支 出 金 55億9,519万円 10億3,992万円
県 支 出 金 27億4,135万円 2億2,988万円
財 産 収 入 2,320万円 4,276万円
寄 附 金 3億311万円 7,391万円
繰 入 金 19億7,233万円 0
繰 越 金 3億3,528万円 7億7,446万円
諸 収 入 3億8,843万円 1億4,984万円
市 債 25億2,160万円 0

合　　　　計 347億1,820万円 124億2,451万円 合　　　　計 347億1,820万円 102億3,752万円

特 別 会 計 の 概 況
令和４年度決算（見込）の状況 会　　計　　名

令和５年度予算の執行状況
（８月31日現在）

歳　入　額 歳　出　額 差　引　額 歳　入　額 歳　出　額
792万円 213万円 579万円 住宅新築資金等貸付事業特別会計 614万円 16万円
36万円 0万円 36万円 加茂谷財産区運営事業特別会計 36万円 0万円

200万円 0万円 200万円 伊島財産区運営事業特別会計 202万円 0万円
77億5,537万円 76億4,537万円 1億1,000万円 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 25億3,586万円 22億5,928万円

6,905万円 6,453万円 452万円 加 茂 谷 診 療 所 事 業 特 別 会 計 1,707万円 1,680万円
1,008万円 1,008万円 0万円 伊 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 118万円 321万円

88億3,013万円 84億6,911万円 3億6,102万円 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 39億3,063万円 28億4,823万円
620万円 620万円 0万円 伊島地区生活排水処理事業特別会計 87万円 87万円

3億9,449万円 3億9,373万円 76万円 学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 1億1,287万円 1億807万円
1,375万円 1,375万円 0万円 奨 学 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 1,538万円 381万円
3,151万円 3,151万円 0万円 春日野地域下水道事業特別会計 597万円 580万円

1億9,386万円 1億9,376万円 10万円 羽ノ浦農業集落排水事業特別会計 1,480万円 4,140万円
648万円 648万円 0万円 豊香野地区生活排水処理事業特別会計 136万円 83万円

12億4,456万円 12億1,791万円 2,665万円 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3億1,116万円 2億2,867万円
1,528万円 1,084万円 444万円 西春日野生活排水処理事業特別会計 709万円 544万円
3,235万円 3,235万円 0万円 夜間休日診療所事業特別会計 354万円 800万円

951万円 951万円 0万円 椿 診 療 所 事 業 特 別 会 計 60万円 279万円

水 道 事 業 会 計 の 概 況
令　和　４　年　度　決　算　の　状　況

予　定　額 収　入　額 比　率 予　定　額 支　出　額 比　率
収益的収入 16億1,913万円 15億6,120万円 96.4% 収益的支出 14億3,527万円 12億2,458万円 85.3%
資本的収入 13億1,928万円 4億1,162万円 31.2% 資本的支出 21億5,889万円 11億5,418万円 53.5%

下 水 道 事 業 会 計 の 概 況
令　和　４　年　度　決　算　の　状　況

予　定　額 収　入　額 比　率 予　定　額 支　出　額 比　率
収益的収入 5億2,812万円 5億1,317万円 97.2% 収益的支出 5億2,812万円 5億1,185万円 96.9%
資本的収入 1億4,564万円 1億9,138万円 131.4% 資本的支出 3億1,706万円 3億1,441万円 99.2%

◎ 『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』（以下「財政健全化法」）第３条第１項および第22条第１項の
規定に基づき、「健全化判断比率」と公営企業会計の「資金不足比率」を公表します。

１．健全化判断比率 …… いずれの指標も国の定める基準内です。

指　　　　　　標 備　考 早期健全化
基準

財政再生
基準 説　　　　　　　明

実 質 赤 字 比 率 — △ 2.14%
（黒字）

※
12.41% 20.00%

一般会計等の実質赤字の標準財政規模に
対する比率です。
家計でいうと赤字額が年収に対してどれ
ぐらい占めているかを示したものです。

連結実質赤字比率 — △ 15.02%
（黒字）

※
17.41% 30.00%

すべての会計の実質赤字の標準財政規模
に対する比率です。
上記の実質赤字比率を特別会計・公営企
業会計（水道・下水道等）を含めた全会
計に適用したものです。

実 質 公 債 費 比 率 5.4% 25.0% 35.0%

公債費および公債費に準じた経費の比重
を示す比率です。
年間の借金返済額が年収に対してどれぐ
らい占めているかを示したものです。市
に属する会計だけでなく一部事務組合等
に対する負担も含みます。

将 来 負 担 比 率 — △ 21.3%
（負担なし） 350.0%

地方債残高のほか一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債を捉えた比率です。
将来見込まれる負債が年収の何年分にあ
たるかを示したものです。一部事務組合、
第三セクター等に対する負担や退職手当
負担なども含みます。

注）　指標が「－」と表示されているのは、赤字比率等が負の数値（黒字等）となるためです。実際の数値は備考欄に表示しています。
注）　指標が１つでも早期健全化基準以上になると財政健全化計画を、財政再生基準以上になると財政再生計画を策定する必要があります。
※　早期健全化基準は、標準財政規模に応じて変動します。

２．資金不足比率 …… 各公営企業会計において、国の定める基準内です。

特別会計（公営企業会計）の名称 資金不足比率 経営健全化基準 説　　　　　　　明

阿南市水道事業会計 —

20.0%

公営企業の資金不足額の度合いを表す比
率です。
公営企業の赤字額（資金不足額）が料金
収入等の規模（事業規模）に対してどれ
ぐらい占めているかを示したものです。

阿南市公共下水道事業会計 —

阿南市羽ノ浦農業集落排水事業会計 —

注）指標が「－」と表示されているのは、資金不足比率が０もしくは負の数値（黒字）となるためです。
注）資金不足比率が経営健全化基準以上になるとその会計ごとに経営健全化計画を策定する必要があります。

【標準財政規模】
地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもので、標準税収入額等と普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額の合計です。

【公営企業会計】
法適用企業に係る特別会計、および法非適用企業に係る特別会計の総称です。阿南市では水道事業、公共下水道事業、羽ノ浦農業
集落排水事業の３会計が該当し、原則として料金収入等により独立採算方式で経営を行うこととされています。

令和４年度決算に基づく
健全化判断比率と資金不足比率を公表します 

令和４年度決算概況と令和５年度財政事情のあらまし
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令和４年度の国民健康保険事業特別会計決算における歳入総額は77億5,537万円（対前年度比2.2％減）、歳出
総額は76億4,537万円（対前年度比2.3％減）で収支差引は、１億1,000万円の黒字となりました。国民健康保
険法等の一部が改正され、平成30年度から県が財政運営の責任主体となり、市町村は資格管理、保険給付、保
険税の賦課・徴収の事務を行うほか、保健事業など地域におけるきめ細かい事業を担っています。　　
阿南市の国民健康保険税（現年度）の収納率は 96.22％で、前年度に比べて 0.01％減少しました。　　
国民健康保険は、被保険者の皆さんで支えあって成り立つ制度であり、国民健康保険財政の安定した運営を図っ
ていくためにも、国民健康保険税の完納について、ご理解とご協力をお願いします。

令和４年度 歳入・歳出の主な割合

歳入 歳出
①県からの支出金
②納めていただいた国保税
③一般会計からの繰入金
④前年度からの繰越金
⑤第三者納付金、返納金など

注）上記の数値は、それぞれ四捨五入しているため合計とは一致しない場合があります。

⑥主に医療費等の支払いに充てる費用
⑦県が県全体の医療費を見込み、これを基に算定した納付金
⑧事務費など
⑨人間ドック助成費、特定健診に係る費用など
⑩財政調整基金

①県支出金
　57億3,488万円

（73.9%）

⑥保険給付費
　55億9,445万円

（73.2%）

⑦国保事業納付金
　18億3,870万円

（24.0%）

⑧総務費
　1億1,274万円

（1.5%）

⑨その他 8,912万円
　（1.2%）

⑩基金積立金
　1,035万円（0.1%）

②国民健康保険税
　12億3,123万円

（15.9%）

③繰入金
　6億8,669万円

（8.9%）

④繰越金 9,765万円
　（1.3%）

⑤その他 492万円
　（0.1%）

内訳
　普通交付金
　 55億7,832万円
　特別交付金
　   1億5,656万円

歳 入
合 計

77億5,537万円

歳 出
合 計

76億4,537万円

令和４年度 保健事業の実施状況等
定員 受診者

日帰り人間ドック 380人 364人
脳ドック 120人 118人

受診者および実施者
特定健康診査 3,921人
特定保健指導 673人

国民健康保険事業特別会計決算概況
令和4年度

問い合わせ　
保険年金課　☎ 22− 1118

保険税収納額と保険給付費等の推移
単位：万円

100000.000000

116666.666016

133333.332031

149999.998047

166666.664062

183333.330078

199999.996094

25000.000000

120833.335938

216666.671875

312500.007812

408333.343750

504166.679688

介護納付金

後期高齢者支援金

保険給付金

保険税収入額

30年度

543,260

137,684

元年度

136,438

２年度

136,099

３年度

130,975

４年度

123,123

560,993 565,189 573,432 559,445

保険税収納額

保険給付費

25000

35000

45000

55000

65000

75000

85000

40000.000000

73333.332031

106666.664062

139999.996094

173333.328125

206666.660156

239999.992188

被保険者数と世帯数（年度平均）

被保険者数　13,628人
(前年度比 649人 減）

世　帯　数　8,912世帯
（前年度比 264世帯 減）

１人当たり総医療費（療養諸費費用額）

478,125円（前年度比10,823円 増）

１人当たり国保税（現年度の調定額）
89,806円（前年度比862円 減）

※財政調整基金の保有額　391,864,410円
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